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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第98期

第１四半期
連結累計期間

第99期
第１四半期
連結累計期間

第98期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 （百万円） 159,253 168,378 659,730

経常利益 （百万円） 10,623 10,179 36,421

親会社株主に帰属する

四半期(当期)純利益
（百万円） 7,297 6,858 20,495

四半期包括利益又は

包括利益
（百万円） 3,917 4,443 23,202

純資産額 （百万円） 291,328 308,605 307,648

総資産額 （百万円） 527,983 566,142 568,380

１株当たり四半期

(当期)純利益
（円） 30.78 28.93 86.45

潜在株式調整後

１株当たり四半期

(当期)純利益

（円） 30.48 28.65 83.23

自己資本比率 （％） 52.7 51.9 51.5

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）業績の状況

 当第１四半期連結累計期間における日本経済は、雇用・所得環境の改善等から個人消費に持ち直しの動きがあり

緩やかに回復しました。

 世界経済につきましては、米国では個人消費や設備投資が増加傾向にあり景気は堅調に推移しました。アジア地

域においては、中国では輸出の増加や経済政策の効果により景気は緩やかな成長が続きました。タイやインドでも

景気の回復がみられました。

 しかしながら、米国の保護主義的な通商政策による欧州や中国との貿易摩擦に対する懸念もあり、景気は先行き

不透明な状況が続いております。

 当社グループの主要な事業分野であります自動車関連市場における国内販売は、軽自動車は堅調に推移しました

が登録車は新車効果が一巡したこと等により減少したことから、1,191千台で前年同期比1.1％の減少となりまし

た。完成車輸出は、1,189千台で前年同期比6.4％の増加となりました。

 以上のような経営環境のもと、売上高は168,378百万円（前年同期比5.7％増）、営業利益は9,102百万円（前年

同期比3.0％減）、経常利益は10,179百万円（前年同期比4.2％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は6,858

百万円（前年同期比6.0％減）となりました。

 

 セグメントの状況は以下のとおりです。

［懸架ばね事業］

 懸架ばね事業は、売上高は31,646百万円（前年同期比4.0％増）、営業利益は2,564百万円（前年同期比13.1％

減）となりました。

 

［シート事業］

 シート事業は受注生産台数の増加等により、売上高は74,514百万円（前年同期比4.9％増）となりました。営業

利益は、受注車種構成の変化等により、1,619百万円（前年同期比28.2％減）となりました。

 

［精密部品事業］

 精密部品事業は受注製品の数量増や合理化等により、売上高は39,603百万円（前年同期比7.7％増）、営業利益

は3,588百万円（前年同期比18.5％増）となりました。

 

［産業機器ほか事業］

 産業機器ほか事業は、売上高は22,613百万円（前年同期比7.8％増）、営業利益は1,330百万円（前年同期比

15.6％増）となりました。

 

EDINET提出書類

日本発條株式会社(E01367)

四半期報告書

 3/16



(2）財政状態の分析

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金と受取手形及び売掛金の減少等により、前連結会計年度

末に比べ2,238百万円減少し、566,142百万円となりました。

 負債については、支払手形及び買掛金の減少等により、前連結会計年度末に比べ3,194百万円減少し、257,536百

万円となりました。

 純資産については、親会社株主に帰属する四半期純利益による利益剰余金の増加により、前連結会計年度末に比

べ956百万円増加し、308,605百万円となりました。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(4）研究開発活動

 当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、4,084百万円であります。なお、当

第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成30年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成30年８月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 244,066,144 244,066,144
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式であ

り、単元株式数は100株であ

ります。

計 244,066,144 244,066,144 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成30年６月30日 － 244,066,144 － 17,009 － 17,295

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

6,974,200

－

権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式であり、単元株

式数は、100株であります。

完全議決権株式（その他）
普通株式

236,921,100
2,369,211 同上

単元未満株式
普通株式

170,844
－

権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式であります。

発行済株式総数 244,066,144 － －

総株主の議決権 － 2,369,211 －

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株、日発販売株式会社名義

（平成24年４月１日付で当社と株式交換をした際の失念株分）の株式が300株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個、日発販売株式会社名義（平成

24年４月１日付で当社と株式交換をした際の失念株分）の議決権の数３個が含まれております。なお、当該

日発販売株式会社名義の株式300株（議決権の数３個）につきましては、同社は実質的には株式を所有して

おりません。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。

自己保有株式 61株

 

②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本発条株式会社

横浜市金沢区福浦

三丁目10番地
6,974,200 － 6,974,200 2.86

計 － 6,974,200 － 6,974,200 2.86

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

 

 

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 なお、従来から当社が監査証明を受けている新日本有限責任監査法人は、平成30年７月１日に名称を変更し、EY新

日本有限責任監査法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 95,251 92,687

受取手形及び売掛金 ※３ 146,781 ※３ 144,450

商品及び製品 17,127 17,112

仕掛品 8,685 9,802

原材料及び貯蔵品 16,729 17,099

部分品 6,047 6,303

その他 24,427 23,670

貸倒引当金 △88 △94

流動資産合計 314,962 311,032

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 143,498 144,678

減価償却累計額 △92,134 △92,958

建物及び構築物（純額） 51,364 51,720

機械装置及び運搬具 241,938 244,068

減価償却累計額 △188,455 △191,387

機械装置及び運搬具（純額） 53,483 52,680

土地 30,515 30,457

リース資産 1,248 1,308

減価償却累計額 △630 △681

リース資産（純額） 617 627

建設仮勘定 12,071 14,216

その他 68,431 69,297

減価償却累計額 △60,974 △62,033

その他（純額） 7,456 7,263

有形固定資産合計 155,508 156,966

無形固定資産 3,089 2,973

投資その他の資産   

投資有価証券 64,678 62,706

長期貸付金 8,719 8,942

繰延税金資産 7,739 6,977

退職給付に係る資産 4,619 4,851

その他 9,935 12,670

貸倒引当金 △873 △977

投資その他の資産合計 94,819 95,170

固定資産合計 253,418 255,109

資産合計 568,380 566,142
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※３ 87,507 ※３ 80,561

電子記録債務 43,637 45,377

短期借入金 13,320 11,350

未払法人税等 6,074 3,580

役員賞与引当金 268 164

設備関係支払手形 ※３ 3,714 ※３ 3,875

その他 37,515 45,813

流動負債合計 192,038 190,723

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 10,624 11,054

長期借入金 25,338 24,873

リース債務 563 553

繰延税金負債 9,414 7,721

退職給付に係る負債 15,859 15,960

役員退職慰労引当金 507 451

執行役員退職慰労引当金 810 825

その他 5,574 5,373

固定負債合計 68,692 66,813

負債合計 260,731 257,536

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,009 17,009

資本剰余金 19,579 19,579

利益剰余金 229,163 233,176

自己株式 △7,516 △7,517

株主資本合計 258,235 262,248

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 27,935 26,512

為替換算調整勘定 7,355 5,947

退職給付に係る調整累計額 △688 △651

その他の包括利益累計額合計 34,601 31,808

非支配株主持分 14,811 14,548

純資産合計 307,648 308,605

負債純資産合計 568,380 566,142
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 159,253 168,378

売上原価 138,772 147,767

売上総利益 20,480 20,610

販売費及び一般管理費 11,095 11,508

営業利益 9,384 9,102

営業外収益   

受取利息 215 217

受取配当金 810 843

為替差益 141 －

その他 465 796

営業外収益合計 1,633 1,857

営業外費用   

支払利息 33 75

為替差損 － 271

その他 360 432

営業外費用合計 394 780

経常利益 10,623 10,179

税金等調整前四半期純利益 10,623 10,179

法人税等 2,835 2,779

四半期純利益 7,788 7,400

非支配株主に帰属する四半期純利益 490 541

親会社株主に帰属する四半期純利益 7,297 6,858
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 7,788 7,400

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,127 △1,427

為替換算調整勘定 △2,952 △1,387

退職給付に係る調整額 245 40

持分法適用会社に対する持分相当額 △35 △182

その他の包括利益合計 △3,870 △2,956

四半期包括利益 3,917 4,443

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,525 4,065

非支配株主に係る四半期包括利益 392 378
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に対して、次のとおり保証を行っております。

債務保証

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

非連結子会社及び関連会社 2,313百万円 2,184百万円

従業員 35 〃 34 〃

合計 2,349 〃 2,218 〃

 

２　その他の偶発債務

　当社及び米国子会社ＮＨＫインターナショナル社は、平成28年７月26日、ＨＤＤ用部品の取引に関して、

独占禁止法（反トラスト法）違反の疑いがあるとして、公正取引委員会及び米国司法省の立ち入り検査を受

けました。

　公正取引委員会の調査につきましては、独占禁止法に違反する行為があったとして排除措置命令及び課徴

金納付命令を受領し、調査は終了しておりますが、米国司法省の調査は現在も継続中であり、その結果とし

て財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性がありますが、現時点ではその影響は不明であります。当

社及びＮＨＫインターナショナル社は、米国司法省の調査に対して引き続き全面的に協力してまいります。

 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

     なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形 724百万円 691百万円

支払手形 56 〃 37 〃

設備関係支払手形 11 〃 19 〃

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

 なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びの

れんの償却額は、次のとおりであります。
 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

減価償却費 5,620百万円 5,820百万円

のれんの償却額 18 〃 0 〃

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 2,845 12.0 平成29年３月31日 平成29年６月29日

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの
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 該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年６月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 2,845 12.0 平成30年３月31日 平成30年６月28日

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）

合計
 懸架ばね シート 精密部品

産業機器
ほか

計

売上高        

外部顧客への売上高 30,436 71,066 36,776 20,973 159,253 － 159,253

セグメント間の内部

売上高又は振替高
482 15 442 2,205 3,146 △3,146 －

計 30,919 71,081 37,219 23,179 162,400 △3,146 159,253

セグメント利益

（営業利益）
2,950 2,255 3,028 1,150 9,384 － 9,384

（注）１ セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額3,146百万円はセグメント間取引の消去であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しており、調整額はございません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）

合計
 懸架ばね シート 精密部品

産業機器
ほか

計

売上高        

外部顧客への売上高 31,646 74,514 39,603 22,613 168,378 - 168,378

セグメント間の内部

売上高又は振替高
476 7 448 2,483 3,414 △3,414 -

計 32,123 74,522 40,051 25,096 171,793 △3,414 168,378

セグメント利益

（営業利益）
2,564 1,619 3,588 1,330 9,102 - 9,102

（注）１ セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額3,414百万円はセグメント間取引の消去であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しており、調整額はございません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。
 

項目
前第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日）

(１)１株当たり四半期純利益 30.78円 28.93円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
7,297 6,858

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
7,297 6,858

普通株式の期中平均株式数（千株） 237,092 237,091

(２)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 30.48円 28.65円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益調整額（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 2,287 2,287

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月６日

日本発条株式会社

取締役会 御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　　野   康　　一   印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 日   置   重   樹   印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本発条株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平成

30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本発条株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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